
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和４年３月２２日（火） ８：１６～８：３１ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

金 子 恭 之 国務大臣（総務大臣） 

古 川 禎 久 国務大臣（法務大臣） 

林 芳 正 国務大臣（外務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

末 松 信 介 国務大臣（文部科学大臣） 

後 藤 茂 之 国務大臣（厚生労働大臣） 

金 子 原二郎 国務大臣（農林水産大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

山 口 壯 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

岸 信 夫 国務大臣（防衛大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

牧 島 かれん 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

西 銘 恒三郎 国務大臣（復興大臣、内閣府特命担当大臣） 

二之湯 智 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

野 田 聖 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

山 際 大志郎 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

小 林 鷹 之 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

堀 内 詔 子 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣） 

若 宮 健 嗣 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：木 原 誠 二 内閣官房副長官 

磯 﨑 仁 彦 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      １件 

○国会提出案件    ３件 

○政令        ３２件 

○人事        ４件 

いずれも、案件表のとおり、決定、了解となった。 
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議事内容： 

○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。

まず、閣議案件について、木原副長官から御説明申し上げます。 

○木原内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「アメリカ合衆

国」及び「南スーダン国」駐日特命全権大使の接受について、御決定をお願いいた

します。本件は、２５日、信任状捧呈の予定であります。

次に、質問主意書に対する答弁書３件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 

次に、政令６件について、御決定をお願いいたします。まず、「警察官の職務に協

力援助した者の災害給付に関する法律施行令」、「証人等の被害についての給付に関

する法律施行令」及び「海上保安官に協力援助した者等の災害給付に関する法律施

行令」の各一部改正令は、警察官の職務協力援助者等に対する介護給付額を改定す

るものであります。 

次に、「特別会計に関する法律施行令の一部改正令」は、エネルギー対策特別会計

の電源立地対策として、補助金の交付を追加するものであります。 

次に、「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部改正法の施行に伴う関

係整備等政令の一部改正令」は、加給年金の支給停止に関する所要の規定の整備等

を行うものであります。 

次に、「軌道法に規定する国土交通大臣の権限に属する事務で都道府県が処理す

るもの等を定める政令等の一部改正令」は、都道府県が行う認可等の事務・権限の

一部を指定都市に移譲するものであります。 

次に、人事案件について、申し上げます。まず、萩生田経済産業大臣が、第２８

回国際エネルギー機関閣僚理事会出席及び欧州委員会要人との会談等のため、２２

日から２６日まで、海外出張されますので、御了解をお願いいたします。また、萩

生田経済産業大臣外１名に、同理事会日本政府代表を命ずることについて、御決定

をお願いいたします。 

次に、内閣官房及び文部科学省人事といたしまして、お手元に配布しております

資料のとおり承認することについて、御決定をお願いいたします。その主な内容は、

内閣官房内閣衛星情報センター所長宮川正が定年退官となり、その後任に、前防衛

省情報本部長納冨中を充てるものであります。 

次に、長谷川善一外１００名の叙位又は叙勲について、御決定をお願いいたしま

す。 

次に、準備のための案件について、申し上げます。令和４年度予算の関連政令２

６件について、あらかじめ御決定をお願いいたします。本件は、当該予算の成立を

条件に決定するもので、それまでの間、不公表扱いとなりますので、御了承をお願

いいたします。まず、「東日本大震災財特法の厚生労働省関係規定の施行等に関する

政令の一部改正令」は、災害援護資金貸付けの特例の適用期間を令和５年３月３１

日まで延長するものであります。 

次に、「株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法施行令の一部改正令」は、同
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機構の借入金等の限度額を引き下げるものであります。 

次に、「在外公館に勤務する外務公務員の在勤基本手当の額等を定める政令の一

部改正令」は、最近の為替相場等の事情を勘案して、当該手当の額等の改定を行う

ものであります。 

次に、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令の一部改正令」

は、同法の適用対象となる給付金を追加及び削除するものであります。 

次に、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行

令等の一部改正令の一部改正令」及び「同法の一部改正法の施行に伴う学級編制の

標準に関する経過措置に関する政令の一部改正令」は、令和４年度における教職員

定数及び学級編成の標準を定めるものであります。 

次に、「原子爆弾被爆者援護法施行令」、「予防接種法施行令」、「新型インフルエン

ザ予防接種による健康被害の救済に関する特別措置法施行令」、「独立行政法人医薬

品医療機器総合機構法施行令」、「年金生活者支援給付金支給法施行令」、「特定障害

者に対する特別障害給付金の支給法施行令」及び「児童扶養手当法施行令等」の各

一部改正令は、全国消費者物価指数の変動等に応じて、医療特別手当等の額を改定

するものであります。 

次に、「国民年金法施行令等」、「恩給法による恩給改定率の改定等に関する政令」、

「戦傷病者戦没者遺族等援護法第８条の３第１項の改定率の改定に関する政令」、

「国家公務員共済組合法施行令等」及び「地方公務員等共済組合法施行令等」の各

一部改正令は、令和４年度における国民年金保険料等の改定率等を定めるものであ

り、「私立学校教職員共済法施行令の一部改正令」は、退職等年金給付における一時

金について、二重給付を防止するための規定を設けるものであります。 

次に、「母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令の一部改正令」は、母子事業開始資

金の貸付限度額等を引き上げるものであります。 

次に、「介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部改正令」は、財政安定

化基金拠出金の特例を定めるものであります。 

次に、「前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に関する政

令の一部改正令」及び「令和４年度における高齢者の医療の確保に関する法律によ

る前期高齢者交付金及び前期高齢者納付金の額の算定に係る率及び割合を定める

政令」は、同交付金等の額の算定基準を定めるものであります。 

次に、「漁港漁場整備法施行令の一部改正令」は、加工場に係る特定漁港漁場整備

事業の全部を国庫補助の対象とするものであります。 

次に、「都市再生特別措置法施行令の一部改正令」及び「民間都市開発の推進に関

する特別措置法施行令の一部改正令」は、都市再生整備事業等における規模要件等

の特例措置の適用期限を令和７年３月３１日まで延長するものであります。 

○松野国務大臣：次に、内閣総理大臣から御発言がございます。

○岸田内閣総理大臣：萩生田大臣は、海外出張いたしますが、その出張不在中、山際

大臣を経済産業大臣の臨時代理及び原子力損害賠償・廃炉等支援機構担当大臣の事

務代理に、指定又は命じることといたします。
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○松野国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 

なお、海外出張された若宮大臣の帰朝報告は、お手元の資料のとおりです。 

御発言はございますか。 

無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。
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令和４年 

３月 22日 

◎ 一般 案 件

      ☆ アメリカ合衆国特命全権大使ラーム・イスラエル・

エ マ ニュ エ ル外 １ 名 の接 受に つ い て（ 決定 ）

（ 外 務 省 ） 

◎ 国会 提 出 案件

1.参 議 院 議員 羽田 次 郎 （立 憲） 提 出 ウク ライ ナ

政 府 の 呼びか け で 義勇 兵と し て 参加 を検 討 し

て い る 日本人 に 関 する 質問 に 対 する 答弁 書 に

つ い て （決定 ）         （ 法務 省 ）

   ○ 1.衆 議 院 議員 米山 隆 一 （立 民） 提 出 核兵 器不 拡

散 条 約 （ＮＰ Ｔ ） 第２ 条に 関 す る質 問に 対 す

る 答 弁 書につ い て （決 定）    （ 外務 省 ）

1. 参 議 院 議員 羽 田 次郎 （立 憲 ） 提出 ロシ ア の ウ

ク ラ イナ 侵 略を 踏 ま えた 日本 政 府 のロ シア へ

の 制 裁に 関 する 質 問 に対 する 答 弁 書に つい て

（ 決 定）             （ 同上 ）

◎ 政 令 

   ○ 警察官 の 職 務に 協力 援 助 した 者の 災 害 給付 に関 す

る 法 律施 行 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 警 察庁 ・ 財務 省 ） 

〃 ○ 証人等 の 被 害に つい て の 給付 に関 す る 法律 施行 令

の 一 部を 改 正す る 政 令（ 決定 ） （ 法務 ・財 務 省 ）

〃 ○ 海上保 安 官 に協 力援 助 し た者 等の 災 害 給付 に関 す

る 法 律施 行 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 国 土 交 通・財 務 省 ） 

〃 ○ 特別会 計 に 関す る法 律 施 行令 の一 部 を 改正 する 政

令 （ 決 定 ）        （ 財 務 ・経 済産 業 省 ）

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り  

資 料
あ り

資 料
な し

〔 別 添 〕
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○ 年金制 度 の 機能 強化 の た めの 国民 年 金 法等 の一 部

を 改 正す る 法律 の 施 行に 伴う 関 係 政令 の整 備 及 び

経 過 措置 に 関す る 政 令の 一部 を 改 正す る政 令

（ 決 定）         （ 厚 生 労働 ・財 務 省 ）

〃 ○ 軌道法 に 規 定す る国 土 交 通大 臣の 権 限 に属 する 事

務 で 都道 府 県が 処 理 する もの 等 を 定め る政 令 等 の

一 部 を改 正 する 政 令 （決 定）   （国 土交 通 省 ）

◎ 人 事 

☆ 経 済産 業 大臣 萩 生 田光 一の 海 外 出張 につ い て

（ 了 解 ）

○ 経 済産 業 大臣 萩 生 田光 一外 １ 名 に第 ２８ 回 国 際エ

ネ ル ギ ー 機 関閣 僚 理 事会 （第 ２ 部 ）日 本政 府 代 表

を 命 ず る こ とに つ い て（ 決定 ）

〃 ○ 各府 省幹 部 職 員の 任免 に つ き、 内閣 の 承 認を 得る

こ と に つ い て（ 決 定 ）

〃 ☆ 元衆 議院 常 任 委員 会専 門 員 長谷 川善 一 外 １０ ０名

の 叙 位 又 は 叙勲 に つ いて （決 定 ）

〔 ○ 署 名あ り ☆ 署 名な し〕

資 料
あ り

資 料
な し

資 料
あ り
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令和４年 

  ３月 22日 

◎ 政 令 

○ 東 日本 大 震災 に 対 処す るた め の 特別 の財 政 援 助及

び 助 成 に 関 する 法 律 の厚 生労 働 省 関係 規定 の 施 行

等 に 関 す る 政令 の 一 部を 改正 す る 政令 （決 定 ）

（ 内 閣 府本 府・ 財 務 省）

〃 ○ 株式 会社 東 日 本大 震災 事 業 者再 生支 援 機 構法 施行

令 の 一 部 を 改正 す る 政令 （決 定 ）

（ 復 興 庁・ 総務 ・ 財 務・ 農林 水 産 ・経 済産 業 省 ）

〃 ○ 在外 公館 に 勤 務す る外 務 公 務員 の在 勤 基 本手 当の

額 、 住 居 手 当に 係 る 控除 額及 び 限 度額 並び に 子 女

教 育 手 当 に 係る 自 己 負担 額を 定 め る政 令の 一 部 を

改 正 す る 政 令（ 決 定 ）        （外 務 省 ）

〃 ○ 補助金 等 に 係る 予算 の 執 行の 適正 化 に 関す る法 律

施 行 令 の 一 部を 改 正 する 政令 （ 決 定） （財 務 省 ）

〃 ○ 公立義 務 教 育諸 学校 の 学 級編 制及 び 教 職員 定数 の

標 準 に関 す る法 律 施 行令 等の 一 部 を改 正す る 政 令

の 一 部を 改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 文 部 科 学・財 務 省 ）

〃 ○ 公立義 務 教 育諸 学校 の 学 級編 制及 び 教 職員 定数 の

標 準 に関 す る法 律 の 一部 を改 正 す る法 律の 施 行 に

伴 う 学級 編 制の 標 準 に関 する 経 過 措置 に関 す る 政

令 の 一部 を 改正 す る 政令 （決 定 ）    （ 同 上 ）

〃 ○ 原子爆 弾 被 爆者 に対 す る 援護 に関 す る 法律 施行 令

の 一 部を 改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 厚 生 労 働・財 務 省 ） 

〃 ○ 予防接 種 法 施行 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 同 上 ） 

〃 ○ 新型イ ン フ ルエ ンザ 予 防 接種 によ る 健 康被 害の 救

済 に 関 す る 特別 措 置 法施 行令 の 一 部を 改正 す る 政

令 （ 決 定 ）              （ 同 上 ）

資 料
あ り

（ 火 ）準 備 の た め 
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   ○ 独立行 政 法 人医 薬品 医 療 機器 総合 機 構 法施 行令 の

一 部 を改 正 する 政 令 （決 定）   （厚 生労 働 省 ）

〃 ○国 民年 金 法 施行 令等 の 一 部を 改正 す る 政令

（ 決 定 ）   （ 厚 生 労働 ・財 務 省 ） 

〃 ○ 恩給法 に よ る恩 給改 定 率 の改 定等 に 関 する 政令 の

一 部 を改 正 する 政 令 （決 定）  （ 総務 ・財 務 省 ）

〃 ○ 戦傷病 者 戦 没者 遺族 等 援 護法 第８ 条 の ３第 １項 の

改 定 率の 改 定に 関 す る政 令の 一 部 を改 正す る 政 令

（ 決 定）         （ 厚 生 労働 ・財 務 省 ）

〃 ○ 国家公 務 員 共済 組合 法 施 行令 等の 一 部 を改 正す る

政 令 （ 決 定 ）            （財 務 省 ）

〃 ○ 地方公 務 員 等共 済組 合 法 施行 令等 の 一 部を 改正 す

る 政 令（ 決 定）           （総 務 省 ）

〃 ○ 私立学 校 教 職員 共済 法 施 行令 の一 部 を 改正 する 政

令 （ 決定 ）           （文 部科 学 省 ）

〃 ○ 年金生 活 者 支援 給付 金 の 支給 に関 す る 法律 施行 令

の 一 部を 改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 厚 生 労 働・財 務 省 ） 

〃 ○ 特定障 害 者 に対 する 特 別 障害 給付 金 の 支給 に関 す

る 法 律施 行 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 同 上） 

〃 ○ 児童扶 養 手 当法 施行 令 等 の一 部を 改 正 する 政令

（ 決 定）   （ 同 上 ） 

〃 ○ 母子及 び 父 子並 びに 寡 婦 福祉 法施 行 令 の一 部を 改

正 す る政 令 （決 定 ）          （ 同 上 ）

〃 ○ 介護保 険 の 国庫 負担 金 の 算定 等に 関 す る政 令の 一

部 を 改正 す る政 令 （ 決定 ）       （ 同 上 ）

〃 ○ 前期高 齢 者 交付 金及 び 後 期高 齢者 医 療 の国 庫負 担

金 の 算定 等 に関 す る 政令 の一 部 を 改正 する 政 令

（ 決 定）               （ 同 上 ）

〃 ○ 令和４ 年 度 にお ける 高 齢 者の 医療 の 確 保に 関す る

法 律 によ る 前期 高 齢 者交 付金 及 び 前期 高齢 者 納 付

金 の 額の 算 定に 係 る 率及 び割 合 を 定め る政 令

（ 決 定）               （ 同 上 ）

資 料
あ り
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   ○ 漁港漁 場 整 備法 施行 令 の 一部 を改 正 す る政 令

（ 決 定）   （ 農 林 水産 ・財 務 省 ） 

〃 ○ 都市再 生 特 別措 置法 施 行 令の 一部 を 改 正す る政 令

（ 決 定）         （ 国 土 交通 ・財 務 省 ）

〃 ○ 民間都 市 開 発の 推進 に 関 する 特別 措 置 法施 行令 の

一 部 を改 正 する 政 令 （決 定 )      ( 同 上 ）

〔 ○ 署 名あ り ☆ 署 名な し〕

資 料
あ り
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